


































































































































































































































































































































































































































































































































































鳥取大学教育学部研究報告 人文・社会科学 第 46巻 第 1号 (1995)
財政の収支均衡維持よりも,もっと目前に迫った緊急の支出を認めねばならなくなった。……今日でも早く財政の収支の均衡を維持する方向に行きたいと勿論希望するが,今後国際間の関係,内外の情勢がどう変化して行 くか,少なくも経済上のことは国際関係は前途暗黒である,見通しが付かない。」。9
上記高橋の発言は,一見すると井上準之助の主張を聞いているかのような錯覚を与える。「時局匡救の第一歩」として,金本位制の停止を宣言し赤字公債の発行に踏みきった時の高橋からは, とぅてい想像できない内容の発言である。高橋が乗り越えたはずの収支均衡論に,自ら復帰しようとして苦悩する姿は,ゃがて軍事一色に彩られる日本資本主義の悲劇を象徴しているかのようである。このように,満州事変への対応を大義名分とする軍部の台頭と政治的発言力の増大は,軍事費の強圧的な拡大要求となって高橋蔵相を悩ませた。これに対し高橋是清は,対外政策の基本として,外交手段による「平和」的な交渉が第一義であり,軍備はそれを有効ならしめるためのいわば「必要悪」であるという立場から,軍部と激しく対立する。しかし高橋は,軍備の拡充それ自体を否定したわけではない。国防の充実は重要ではあるが,なるべく最小限にとどめなければ国の財政が耐えきれない。形式だけ軍備が整ってもダメである。外交と国防および財政,この三者が調整されて初めて目的を達することができると主張したのである。の。しかし高橋のこの論理は,軍部のイニシアテイブによって「平和」的な外交手段が徐々に狭められていくとぃう当時の客観的情勢のもとでは,勢い軍備の拡張に引っぱられる危瞼性をはらむものであった。














































































































































































































(『経済論叢』第143巻第2・ 3号,第6号,1989年2・ 3月, 6月)を参照。
80 前田正名の F興業意見』と高橋是清の「自力更生」論との関係については,藤田安―「高橋財政経済思想研究序
説」(『経済論叢』第144巻第2号,1989年8月)を参照。
uO 日本農業研究会編『日本農業年報』第2号,改造社,1933年,302～303ページ。大霞会内務省史編集委員会編『内
務省史』第2巻の509ページにおいても,「自力更生」という言葉が用いられるようになった始まりを,上記の『日
本農業年報』にしたがっている。
10 「第63回帝国議会衆議院議事速記録第3号」「官報」号外,1932年8月26日。
1471 高橋蔵相のとった財政膨張政策は,軍需発注の増大を背景として,重化学工業を著しく発展させ産業構造を高度
化させた。いま高橋財政期の1931年から1936年の間における重化学工業の発展をみると,生産額で金属工業は4億
3487万888円(1931年)から21億3071万9890円(1936年)へと約5倍の伸びを示し,機械工業は4億4334万741円(1931
年)から16億925万3765円(1986年)へと約4倍増大し,化学工業は8億2552万153円(1931年)から22億236万2312
円 (1936年)へと約25倍に伸びた (商工大臣官房統計課『昭和12年・工業統計表』1939年3月,734～735ページ参
照)。 その結果,重化学工業の生産額が全工業生産額に占める割合は,1931年の329%から1936年の48.5%に増大し
た。
しかし,こうした都市のインフレ景気とは対照的に,農村の窮乏は依然として深刻であった。昭和恐慌下におけ
る全農業生産額(農家庭先価格による当年価格評価)が,昭和恐慌直前の1929年(35億9800万円)の水準に回復する
のは1936年(36億6000万円)のことである (大川一司他編『長期経済統計』第9巻『農林業』東洋経済新報社,1965
年,147ページ参照)。 この間,農村は都市とは逆に未曽有の農業恐慌にあえぐことになったのである。
10 森武麿「戦争と地主制」吉田品他編『日本史を学ぶ』5現代,有斐閣,1975年,179ページ。
?
??
?
?
?
藤田安一 :経済理論からみた高橋財政の特徴
前掲『昭和財政史』第4巻『臨時軍事費』5ペー ジ。
前掲『戦争と日本経済』225ページ。
小山弘健・浅田光輝『日本帝国主義史』第3巻,青木書店,1960年,77～78ペー ジ。
前掲『満州事変以後の財政金融史』38ページ。
前掲『高橋是清経済論』54～55ペー ジ。
(1995年4月30日受理)
